
○
歳
入
決
算
額　
　
　
　
　
　

92
億
７
３
２
３
万
円

　

対
前
年
度
比
、
36

億
１
３
７
７
万
円
、
28

・
０
％
の

減
。

○
歳
出
決
算
額　
　
　
　
　
　

92
億
３
４
５
３
万
円

　

対
前
年
度
比
、
34

億
８
９
１
９
万
円
、
27

・
４
％
の

減
。

　　

歳
入
か
ら
歳
出
を
差
し
引
い
た
形
式
収
支
は
、
３

８
６
９
万
円
と
な
り
、
こ
の
内
、
翌
年
度
に
繰
り
越
す

事
業
の
財
源
は
１
１
６
４
万
円
。

　

ま
た
、
実
質
収
支
額
は
２
７
０
５
万
円
と
な
っ
て

お
り
、
こ
の
額
か
ら
基
金
へ
の
繰
入
額
は
１
５
０
０

万
円
と
し
、
基
金
へ
の
繰
越
額
を
差
し
引
い
た
純
然

た
る
翌
年
度
へ
の
繰
越
額
は
、
１
２
０
５
万
円
と
な

っ
た
。

　

歳
入
で
は
、
ふ
る
さ
と
納
税
寄
附
金
が
大
幅
に
伸

び
た
も
の
の
、
投
資
的
経
費
の
大
幅
減
に
伴
い
、
地
方

債
、
国
庫
支
出
金
、
都
道
府
県
支
出
金
が
減
と
な
る
ほ

か
、
合
併
算
定
替
に
よ
る
普
通
交
付
税
の
減
な
ど
に

よ
り
、
一
般
財
源
総
額
が
減
額
と
な
っ
て
い
る
。

　

歳
出
は
、
庁
舎
建
設
事
業
や
佐
賀
保
育
所
移
転
事

業
、
津
波
避
難
路
整
備
事
業
な
ど
の
大
型
事
業
の
完

成
に
よ
り
、
投
資
的
経
費
が
大
幅
減
と
な
っ
て
い
る
。

普
通
会
計
の
平
成
30

年
度
末
の
積
立
基
金
残
高
は
53

億
５
７
２
８
万
円
、
地
方
債
残
高
は
１
３
７
億
１
７

０
１
万
円
と
な
っ
て
い
る
。
こ
の
内
、
地
方
債
残
高
は

近
年
大
型
事
業
に
取
り
組
ん
で
き
た
こ
と
に
よ
り
上

昇
傾
向
に
あ
る
が
、
健
全
化
判
断
比
率
の
状
況
は
、
実

質
公
債
比
率
が
７
・
２
％
、
将
来
負
担
比
率
も
繰
上
償

還
に
よ
り
マ
イ
ナ
ス
16

・
２
％
と
な
っ
て
い
る
。

認
定
（
全
員
）

平成30年度一般会計決算

庁舎建設事業などの大型事業の終了による大幅減

27.4％減
前年度比92億3千万円余

●
平
成
30

年
度
一
般
会
計
決
算
の
認
定

一般会計決算額の概要

歳入

地 方 交 付 税

町 債

県 支 出 金

町 税

国 庫 支 出 金

繰 入 金

そ の 他

　 合 計 　

　 金 額 　

4 0億 7 , 9 7 2万円

1 0億 4 , 6 5 3万円

8億9 , 2 7 6万円

8億4 , 0 2 1万円

8億3 , 0 7 3万円

3億8 , 3 9 1万円

1 1億 9 , 9 3 7万円

9 2億 7 , 3 2 3万円

歳出 【目的別】

民 生 費

総 務 費

公 債 費

消 防 費

土 木 費

教 育 費

衛 生 費

そ の 他

　 合 計 　

　 金 額 　

2 2億 4 , 1 0 1万円

2 1億 3 , 9 8 7万円

1 2億 7 , 4 6 0万円

9億2 , 1 8 1万円

6億9 , 6 2 2万円

6億3 , 1 9 9万円

5億0 , 8 3 9万円

8億2 , 0 6 4万円

9 2億 3 , 4 5 3万円

歳出【性質別】

普通建設事業費

人 件 費

物 件 費

公 債 費

補 助 費 等

繰 出 金

扶 助 費

そ の 他

　 合 計 　

　 金 額 　

1 6億 6 , 7 8 5万円

1 4億 9 , 5 5 4万円

1 4億 3 , 5 0 4万円

1 2億 7 , 4 6 0万円

1 1億 9 , 9 0 8万円

9億5 , 9 1 4万円

6億1 , 5 4 8万円

5億8 , 7 8 0万円

9 2億 3 , 4 5 3万円
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